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省エネ診断と脱炭素化支援制度の活用

2024.2.16 脱炭素経営セミナー in 新発田

NICO アドバイザー(脱炭素化) 
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本日のおはなし

１.  脱炭素化相談窓口のご案内

２. 省エネ診断のすすめ

３. 省エネに活用できる補助金

4. 再エネに活用できる補助金

5. EV関連の補助金
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１. 脱炭素化相談窓口のご案内
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脱炭素化相談窓口について
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脱炭素化相談窓口への相談状況（１）

2024.1月現在
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項目 相談内容

省エネ
・

補助金

補助金の要件になっている省エネ診断の費用と日数等を教えてほしい。

生産設備・工場設備における省エネ対策を検討しているが、効果的な対策をアドバイスし
てほしい。対策に活用できる補助金を紹介してほしい。

創エネ
・

補助金

屋根に太陽光パネルを設置して電力使用量を削減したい。
新潟県内で太陽光パネルを設置しても効果は大丈夫か、費用対効果などを教えてほしい。

電気料金が高騰しており、太陽光パネルの導入を検討したい。
メリットやデメリット、導入コストや補助金等について教えてほしい。

脱炭素化相談窓口への相談状況（２）
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項目 相談内容

脱炭素に向けた
取組方法

脱炭素化に向けて、どのように取り組んで良いか分からない。
CO2削減の具体的な対応策を教えてほしい。

脱炭素経営に取り組み、自社のPRに繋げたり、顧客にも提案したい。
脱炭素に向けてどのように取り組んだら良いか教えてほしい。

その他
（RE100への対応、

SBT取得等）

Scope3での温室効果ガス排出量の削減で、取引先からCO2削減のデータ開示や一定
のCO2削減を行うよう指示されている。
CO2排出量をどのように把握して、どのように対処したら良いか教えてほしい。

取引先がサプライチェーン全体で脱炭素化を進める中、当社に対してCO2排出量の削
減を求めている。
CO2排出量の削減を証明する証書として当社に適しているものを知りたい。

中小企業向けSBTの取得に向けてのアドバイスがほしい。

脱炭素化相談窓口への相談状況（３）
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対応結果
・県の価格高騰対応設備導入補助金を活用しエアコンを更新
・NICO専門家派遣事業による省エネ診断結果に基づき特別
枠へ申請することで補助率を引き上げることができた

企業の対応 ・NICO専門家派遣事業を活用し、省エネ診断を実施

アドバイス
・県の価格高騰対応設備導入補助金
・十日町市の再生可能エネルギー活用促進費補助金
・NICO専門家派遣事業の活用を推奨

相談
・エアコンが老朽化し入替えを検討
・補助金等の情報を教えてほしい

項目別相談内容１（省エネ、創エネ）
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対応結果
・経産省、県、市の補助金を3重の支援を得てEV導入
・1台あたり150万円の補助で、EV２台を先行投資

企業の対応 ・EV導入補助金の活用を検討

アドバイス

・環境省のサスティナブル倉庫補助金、太陽光補助金等
・同業他社の再エネ活用事例
・太陽光パネル設置に伴い蓄電池としてのEV活用事例を紹介
・EV導入に関する補助金等も情報提供

相談
・倉庫の電源として再生可能エネルギーの活用を検討している。
・再エネ利用に関する各種情報を提供してほしい。

項目別相談内容２（取組方法、その他）
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２. 省エネ診断のすすめ
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省エネに取り組む意義

新潟市：製造現場における「省エネ・再エネ事例集」より
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圧縮空気（コンプレッサ）の診断例
新潟市：製造現場における「省エネ・再エネ事例集」より
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新潟市 「製造工場における省エネ・再エネ事例集」

https://www.city.niigata.lg.jp/b
usiness/kigyo/toshi/kigyo20230
324.files/jirei.pdf
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省エネ診断の種類

省エネ最適化診断
一般財団法人 省エネルギーセンター

■ 省エネ診断のメニュー
事業規模に合わせて3つのメニュー
・A診断  ：10,450円（税込）
・B診断  ：16,500円（税込）
・大規模診断：23,100円（税込）

■省エネ・節電ポータルホームページ

省エネお助け隊
一般社団法人 環境共創イニシアチブ

■ 省エネ診断のメニュー
事業規模、設備等に合わせて3つのメニュー
・1名診断 ：10,120円（税込）
・2名診断 ：15,400円（税込）
・3名診断 ：22,880円（税込）

■省エネ・節電ポータルホームページ

省エネルギー診断拡充事業
一般社団法人 環境共創イニシアチブ

■ 省エネ診断のメニュー
事業所の設備に合わせたメニューを用意
・設備単位プラン ： 5,280円 ～ 10,560円（税込）
・まるっとプラン ：15,840円（税込）

■省エネルギー診断ホームページ

NICO専門家派遣事業
公益財団法人 にいがた産業創造機構

■ 省エネ診断のメニュー
売上減少などの要件を満たせば無料で専門家からアドバイス
・電力・ガス・食料品等価格高騰枠：無料
・一般枠 ： 45,000円（税込）～

■にいがた産業創造機構
 令和5年度専門家派遣事業 ホームページ

https://www.shindan-net.jp/ https://www.shoene-portal.jp/

https://www.nico.or.jp/sien/senmonka/63511/https://shoeneshindan.jp/
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新潟県 「エコ事業所表彰制度」

https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/kankyoseisaku/
1356763348335.html
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３. 省エネに活用できる補助金
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新潟県 「価格高騰設備導入補助金」

省エネ診断を受診して
エコ事業所表彰制度に参加することで

・省エネ診断結果に基づき特別枠に申請可
・補助率3/4（上限150万円）

https://eecp.or.jp/e-support/e-support_2nd/
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経済産業省 「省エネ補助金」
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環境省「業務用建築物の脱炭素改修加速化事業」
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ZEBとは？

https://www.env.go.jp/earth/zeb/about/index.html

環境省ZEBポータル
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ZEB関連補助金（１）
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ZEB関連補助金（２）

新潟県業務用建物の脱炭素化推進モデル事業補助金（ZEB設計費補助金）

2050年の脱炭素社会実現に向けて、県内において県内
企業等が行うZEB導入検討に係る設計等費用の一部を
補助する。

https://www.pref.niigata.lg.jp/
sec/kankyoseisaku/zeb.html
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4. 再エネに活用できる補助金
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太陽光発電の売電単価の推移
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太陽光発電設備導入コストの推移
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再エネの導入例 太陽光発電（３）
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再エネの導入例 太陽光発電（４）
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新潟県「屋根置き太陽光発電設備導入ガイドブック」

https://www.pref.niigata.lg.jp
/uploaded/life/578957_1623
949_misc.pdf
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環境省 関連補助金
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環境省 関連補助金
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5. EV関連の補助金
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日本卸電力取引所 東北エリアプライス

１２月８日（土） １２月９日（日）

1２月１0日（月） 1２月１1日（火）
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電気を蓄える方法として

充電

放電 電気自動車等

V2H



34

電気自動車の運用について（１）

電気自動車の運用について（１）

■急速充電に関して
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電気自動車の運用について（２）
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電費7.9km/kWhの電気自動車
電気代 1kWh 30円/kWhとして
30円で7.9kmを走る。

30÷7.9＝3.8円/km

燃費が20km/Lのガソリン車であれば、
156円/Lで20km走る。

156÷20＝ 7.8円/km

電気自動車のランニングコスト比較
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家庭用の太陽光発電 5kWとすると
年間発電量 約5,000kWh/年

電費 7.9km/kWhの電気自動車であれば、

年間 39,500kmを走るだけのエネルギー。

太陽光発電で電気自動車が走るということ
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経済産業省 EV関連補助金
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経済産業省 EV関連補助金
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さいごに
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2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/index.html



42

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

カーボンニュートラルの本質は、
社会を変える企業・人々の、「行動の変革」。
行動の変革は、技術の提供側と利用側の両方に、
「使い方」や「つながり方」を変容させ、
イノベーションのスパイラルをもたらす。

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略より
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まとめ

■ 補助金の公募が出る前に準備・計画をしておく。

■ 計画するには現状を把握する。診断する。

■ 支援制度・補助金がなくなってしまう前に
 設備更新・導入をする。
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お気軽にご相談ください。

TEL：025-246-0056（直通）

MAIL： datsutanso@nico.or.jp

脱炭素化相談窓口

問い合わせ先
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